
（事務局使用欄）受付番号　 　   　　　　　 番

高知県知事　様

〒7 8 0 ― 8 5 7 0

〒7 8 0 ― 8 5 7 0

〒7 8 0 ― 8 5 7 0

〒     　　―

भ ಆ ఍ ᱔ᇴइͷᾒӈổƆỖƆỖổ

※口座番号は右詰めで記入してください

ɰɰίὪᾅếὯ

ɰɰ᱔ᇴഄॵϜቅ

※

　

新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支援給付金給付申請書（８月～９月分）

᱔ᇴइͷᾒӈổƆỖƆỖổ

代表者の
生年月日

బؤỘỔ ṛṚ ṛṚ 事業主
住所（※２）

電話番号 ỔỜỜƆɠɠɠƆɠɠɠɠ 電話番号 ỔỜỜƆɠɠɠƆɠɠɠɠ

※１　法人の登記時の住所を記入してください。
※２ 「代表者の住所」「事業主の住所」は添付する本
人確認書類記載の住所としてください

記

フリガナ ίὪᾅɰᾓᾎί

氏名 ᱔ᇴɰᕳࠄ

日中連絡が取れる連絡先 ０９０－ɧɧɧɧ－ɧɧɧɧ

ゆうちょ銀行 店番
預金種類
（共通）

普通　・　当座　・　その他（　　　　　　　　　　）

口座番号 ṛ Ṝ ṝ Ṟ ṟ Ṡ

フリガナ

口座名義

 振込先の口座は「申請者」ご本人の口座に限ります。（法人の場合は、当該法人の口座に限ります。）

　次のとおり、新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支援給付金の給付を受けたいので、関係書
類を添えて申請します。
  なお、下記に記載した事項については事実と相違ありません。

令和３ 年 ṛṚ 月 ṛṟ 日

法人名 ᱔ᇴഄॵϜቅ

店舗
所在地

᱔ᇴइͷᾒӈổƆỖƆỖỔ代表者職
・氏名

χ᜖גᏵনɰ᱔ᇴɰݺᦶɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰɰ

屋号名 ᱔ᇴ࢈

法人
所在地
（※1）

᱔ᇴइͷᾒӈổƆỖƆỖỔ 氏名 ᱔ᇴɰݺᦶ

代表者の
住所（※２）

生年月日 బؤỘỔ 年 ṛṚ 月 ṛṚ 日

申
請
担
当
者

担当者名
所属

（法人のみ）
Ꮻգᦼ

振
込
先
※

金融機関名
（ゆうちょ銀行

以外）
ɥɥᨹᜊ 支店・支所名 ɠɠூी

共通

申
告
欄

高知県営業時間短縮要請協力金（対象期間：令和３年８月及び９月）及び高知県営業時間短縮要請対応臨時給
付金（対象期間：令和３年８月及び９月）の支給を受けた金額を差し引いた額が支給額となる制度です。申請者は
下記の□に☑にて選択し、また支給を受けた金額を記入してください。

 ● 高知県営業時間短縮要請協力金（令和３年８月及び９月分）
 ● 高知県営業時間短縮要請対応臨時給付金（令和３年８月及び９月分）

 □ 上記の協力金、給付金の給付は 受けていない 又は 受ける予定はない
 □ 上記の協力金、給付金を 受給済み
 □ 上記の協力金、給付金を 申請予定 又は 申請中（　　月　　日郵送済み）

　支給された金額

　　　　　　　　　　円

●添付が必要な書類については、「令和３年度新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支援給付金　給付等要領
   別表２｣をご覧ください。

法
人
の
場
合

個
人
事
業
主
の
場
合

手書きの場合はボールペンで記載してください。

（消せるボールペン不可）

記入例

日付の書き忘れがないようご確認ください。

申請者と同一である必要はありません。申請内

容について対応する方を記載してください。

他の金融機関からゆうちょ銀行口座への振込は、振込用の店名・預金種目・口座番号が必要です。

現在のゆうちょ銀行口座番号（記号・番号）のままでは振り込むことができませんのでご注意ください。

書類に不備等がある場合、こちらの連絡先にご連絡しますので、必ず記載してください。

様式１－１※様式１－２、１－３についても、この記入例を参考として、同様に作成してください。



誓 約 書（８月～９月分）

私は、令和３年度新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支援給付金給付要綱

（以下「給付要綱」という。）に基づいて新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支

援給付金（以下「給付金」という。）を申請するに当たり、下記の内容について誓約しま

す。

記

〇給付要綱で定めている次の要件を含む全ての申請要件を満たしているとともに、申

請書類の内容に虚偽や不正等はありません。

・申請要件を満たすことを証明する書類を申請書類として添付しています。

・申請者等（代表者のほか、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等）

が、暴力団（高知県暴力団排除条例（平成 22 年高知県条例第 36 号）第２条第 1

号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員等（同条第３号に規定する暴力団員

等をいう。）に該当しないなど、給付要綱の第８条に掲げるいずれにも該当して

おらず、かつ、将来にわたっても該当しません。

〇高知県から申請書類の内容に関して検査や報告の求めがあった場合は、これに応じ

ます。

〇申請書類に関して虚偽や不正等が判明した場合、既に給付金の給付を受けていると

きは、給付金の返還と加算金の支払に応じるとともに、事業者名や施設名（店舗名）

の公表に応じます。また、納期限までに給付金の返還等を行わなかった場合は、延滞

金の支払に応じます。

〇申請書類に記載した情報を税務情報として使用することに同意します。

○県の時間短縮要請以前から事業を行っており、今後も事業を継続します。

○県内の市町村が、独自に創設した新型コロナウイルス感染症の影響による売上減少

が続く事業者に対しての支援金等（以下「支援金等」という。）に関する事業を実施

するために必要であるとして、高知県に情報提供（申請者情報、振込先等）の依頼

があった場合の提供に同意します。

〇国の行政機関等が支援金等の支給要件の該当性等を審査するため必要な場合であっ

て、当該審査に必要な限度で高知県に情報提供（申請書及び提出資料に記載された

情報）の依頼があった場合の提供に同意します。

〇その他、給付要綱の記載事項について理解のうえ、同意します。

令和ỗ年 ṛṚ月ổộ日

高知県知事 様

法人所在地

又は

個人事業主の住所 ᱔ᇴइͷᾒӈổƆỖƆỖỔ

屋号名

法人名 ᱔ᇴ ഄॵϜቅ

代表者職・氏名 χ᜖גᏵন ᱔ᇴ ᦶݺ
※法人の代表者又は個人事業主が自署してください

様式２－１
記入例

所在地、屋号名法人名、代表者職・氏名（署名）

の各欄は必ず自署でお願いします。

（ゴム印不可）

個人：申請者住所を記載してください。

法人：登記の住所を記載してください。

ボールペンで記載してください。

（消せるボールペン不可）

様式１の申請日と同じ日付を

記載してください。

※様式２－２、２－３についても、この記入例を参考として、同様に作成してください。



※太枠内を申請者が記入してください

新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支援給付金

新型コロナウイルス感染症の影響による売上減少等の証明申請書（８月～９月分）

令和 ṝ 年 ṛṚ 月 ṛṞ 日

〈認定経営革新等支援機関等〉

ۚϮ ฌᦶ 様

所 在 地 ᱔ᇴइͷᾒӈổƆỖƆỖỔ

屋号・法人名 ᱔ᇴഄॵϜቅ

代表者氏名 χ᜖גᏵন ᱔ᇴ ᦶݺ

私は、今般の新型コロナウイルス感染症の広がりにより影響を受け、下記のとおり売上が減少
しましたので、新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支援給付金の申請のため、下記
についての証明発行をお願いします。

記

１ 売上について（※売上は事業収入を指します。）

（１）令和２年１月～12月又は直近１年間※の売上高合計 （Ａ） ṛṜṚṖṚṚṚṖṚṚṚ 円

（※直近１年間は申請月を含むものとします。）

前年（又は前々年）の同一期間の売上高合計 （Ｂ） ṛṞṟṖṚṚṚṖṚṚṚ 円

売上高の減少額（Ｂ）－（Ａ）＝ ṜṟṖṚṚṚṖṚṚṚ 円（Ｃ）

減少比率 （Ｃ）÷（Ｂ）×100 ＝(ア) ổớẬỖ ％ ≧15％

（２）令和３年８月及び９月の２か月の売上高合計 （Ｄ） ổổẫỔỔỔẫỔỔỔ円

前年・前々年(いずれかに○)の８月及び９月の２か月の売上高合計

（Ｅ） ỖỔṖṚṚṚṖṚṚṚ円

売上高の減少額（Ｅ）－（Ｄ）＝ ờṖṚṚṚṖṚṚṚ 円（Ｆ）

減少比率（Ｆ）÷（Ｅ）×100 ＝(イ) ỘộẬỔ ％ ≧30％

２ 県内施設（店舗）数について

（１）全施設（店舗）数 ỗ （２）高知県内施設（店舗）数 ２

３ 従業員数について

（１）全従業員数 ỘỖ 人 （２）高知県内施設（店舗）の従業員数 ỗỔ 人

【県内外ともに施設（店舗）がある場合は、以下に記載する書類(法人の場合、個人の場合)を提出してください。】

法人の場合:申請日直近の法人県民税・事業税申告書の内、第 10 号様式「課税標準の分割に関する明細書」の「道府県民税」

分割基準に記載した従業者数

個人の場合:申請日直近の「健康保険・厚生年金保険標準報酬決定通知書」に記載された被保険者数」

申請のとおり、相違ないことを証明します。

証明日：令和 ３年 １０月 １５日

（注１）証明申請にあたっては、上記１～３の根拠となるものを提出してください。（任意様式）

（注２）本証明書は、新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支援給付金の給付申請以外の目的では利用できません。

認定経営革新

等支援機関等

確認事項

ＩＤ番号（ない場合は登録番号等） ṚṛṜṝṞṟṠṡṢṣṛṚṛ

名称 ۚϮ ฌᦶ 印

（法人の場合）代表者の氏名

住所 又は 所在地 ᱔ᇴइɧɧᄎɥ͝ᆵɠɠᄧ۟

電話番号 ỔỜỜƆɧɧɧƆɤɤɤɤ

申請を確認し証明した減少率 （ア） ổớẬỖ %≧15％ (イ) ỗỗẬỗ ％≧30％

様式３－１

個人：屋号名を記載してください。

法人：法人名を記載してください。

個人：申請者住所を記載してください。

法人：登記の住所を記載してください。

前年・前々年の

いずれかに○を

お付けください。

小数点第 2 位以下を

切り捨ててください。

小数点第 2 位以下を切

り捨ててください。

押印忘れがないよう

ご確認ください。

※様式３－２、３－３についても、この記入例を参考として、同様に作成してください。



（※売上は事業収入を指します。）

前年（又は前々年）における
（ｂ）との同一期間の売上高合計

（a）

令和２年１月～12月又は直近１年
間（申請月を含む）の売上高合計

（b）

対象期間
　　　　　年　　月～
令和　　年　　月

令和2年　　月～
令和　　年　　月

　10月
ṜṚṖṚṚṚṖṚṚṚ Ṛ

　１月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　11月
ṛṟṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṟṖṚṚṚṖṚṚṚ

　２月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　12月
ṛṟṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṟṖṚṚṚṖṚṚṚ

　３月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　１月
ṛṟṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　４月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　２月
ṜṚṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　５月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　３月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　６月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　４月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　７月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　５月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　８月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　６月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　９月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　７月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　８月
ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

　９月
Ṛ ṛṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

合計 ṛṞṟṖṚṚṚṖṚṚṚ ṛṜṚṖṚṚṚṖṚṚṚ Ṛ 合計 ṣṚṖṚṚṚṖṚṚṚ

※（b）については、直近1年間を選択した場合、（ｃ）への記載と一部期間が重複しますが、（b）（ｃ）両方へ記載してください

※根拠となるものを添付してください

上記各項目に記載の金額は、当社の売上高と相違ありません。

法人名又は屋号名 ᱔ᇴഄॵϜቅ

　　　代　表　者 χ᜖גᏵনɰɰ᱔ᇴɰݺᦶ

　　　連　絡　先 ỔỜỜǙɤɤɤǙɟɟɟɟ

月　　別　　売　　上　　表

※（a）、（b）については、12か月の記載が必要

※（ｃ）については、直近１か月の売上高まで記載が必要

　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　　日

令和３年
（ｃ）

参考様式①

様式３－１、３－２、３－３の申請日と同じ日付を記載してください。

個人：屋号名を記載してください。

法人：法人名を記載してください。

申請対象とする月を記載してください。

申請対象とする期間を記載してください。



※根拠となるものを添付してください

上記各項目に記載の対象施設（店舗）数は、当社の対象施設（店舗）数と相違ありません。

新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支援給付金対象施設（店舗）一覧表

県内施設（店舗）数 Ṝ ＜参考＞全施設（店舗）数 ṝ

↓
フリガナ ίὪᾅὯᾚύάὰὨύᾧɰᾎᾷίέύᾊᾷ

名称 ᱔ᇴഄॵϜቅɰ֡ۋூी

フリガナ コウチケンᾎᾷίέύɥᾅᾫὪᾥɠᾔᾷᾅ

住所 高知県֡ۋइɥ͝ᆵɠᄧ۟

業態等 種類 ං૎ڀ

フリガナ ίὪᾅὯᾚύάὰὨύᾧɰᾎὯᾤᾭύᾊᾷ

名称 ᱔ᇴഄॵϜቅɰͳಪூी

フリガナ コウチケンύᾢᾷᾌύɥᾅᾫὪᾥɠᾔᾷᾅ

住所 高知県֔͟ہइɥ͝ᆵɠᄧ۟

業態等 種類 ං૎ڀ

フリガナ

名称

フリガナ コウチケン

住所 高知県

業態等 種類

※用紙が足りない場合は、この紙を適宜コピーしてご使用ください。

令和ỗ年ṛṚ月ṛṞ日

連絡先 ỔỜỜǙɤɤɤǙɟɟɟɟ

　新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支援給付金の給付対象となる高知県内の施設（店舗）
は、以下の通りです。

対
象
施
設

（
店
舗

）
の
情
報

基本情報

対
象
施
設

（
店
舗

）
の
情
報

基本情報

対
象
施
設

（
店
舗

）
の
情
報

基本情報

法人名又は屋号名 ᱔ᇴɰഄॵϜቅ

　　　代　表　者 χ᜖גᏵনɰɰ᱔ᇴɰݺᦶ

参考様式②

様式３－１、３－２、３－３の申請日と同じ日付を記載してください。

個人：屋号名を記載してください。

法人：法人名を記載してください。

記入例



１　全従業員数
ỘỖ人

２　高知県内施設（店舗）の従業員数
ỗỔ人

個人

１　全従業員数
人

２　高知県内施設（店舗）の従業員数
人

【添付書類】

●法人の場合

　　　　法人事業概要説明書

●個人の場合

　　　　申請日直近の「健康保険・厚生年金保険標準報酬決定通知書」

※根拠となるものを添付してください

上記各項目に記載の人数は、当社の従業員数と相違ありません。

従　業　員　数　一　覧　表

法人か個人に☑を入れ、ご記入ください。

法人

※県内外ともに施設(店舗)がある場合は、申請日直近の「法人県民税・事業税申告書」のうち第10号
様式「課税標準の分割に関する明細書」の「道府県民税」の分割基準に記載している従業員数で按
分します。県内のみに施設（店舗）がある場合は、「法人市民税確定申告書」の第20号様式若しくは
「課税標準の分割に関する明細書」の第22号の2様式又は「法人事業概況説明書」に記載されている
従業員数を記入します。

※申請日直近の健康保険・厚生年金保険標準報酬決定通知書に記載された被保険者数を記入し
　てください。

令和ỗ年ṛṚಆṛṞ఍

法人名又は屋号名　　　　 ᱔ᇴɰഄॵϜቅ

代　表　者　　　　 χ᜖גᏵনɰɰ᱔ᇴɰݺᦶ

連絡先　　　　 ỔỜỜǙɤɤɤǙɟɟɟɟ

　　　　申請日直近の法人県民税・事業税申告書のうち、第10号様式（第10号様式「課税標準の分割
　　　　に関する明細書」の「道府県民税」分割基準に記載した従業者数が分かるもの）

　　　　申請日直近の法人市民税確定申告書のうち、第20号様式又は第22号の２様式（法人市民税
　　　　の分割明細書）

参考様式③
記入例

様式３－１、３－２、３－３の申請日と同じ日付を記載してください。

個人：屋号名を記載してください。

法人：法人名を記載してください。

法人、個人のチェック漏れ

がないようご確認ください。


